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航空機による林野火災の 

消火技術の確立



試燄担当者

防災部防災科防災第2研究室 本木 茂

試族目的

毎年全国各地で数多く発生して大損皆をあたえ時に社会間Kfiとなっている林野火災に対する消 

火方法等近代化を計る手法の1つとして,航空檢を活用した空中消火の研究開発が耍望され一日 

も早い実用化の達成が求められている。

邦市火災にくらべ山地での悪条件下で発生する林野火災は,燒失面飛も大きく複雜な火災形悠 

を持っているので,人力主体の消火作廉では困難も多く,消火効果も悪く,加えて媲近の農山村 

人口の流出は益々消火條をむづかしくしている。このような砚状から各迎機械力の導入を※み 

て消火技術の省力効军化が進められているカ;,なかでも,3次元的機動性を誇る跳空機の活用を 

基とした,消火技術の開発^靖も期待される手法の1つとなり早期実用化が要望されたc

急峻,復維な地形を持ち,交通不便な各播の惡条件下に発生する,わが国の林野火災に対し効 

果的な消火活動が期待出来る身近かな斷:空機を検討すると,プ・べラ機にくらペ小巡りがきき ・ 

停止飛行散布などの機能特性をもつ,ヘリコプター機の活用と実用化を第1の目標に研究が始め 

られた。とくにわが国の,航空機保有の現情から全国的な使用を検討すると,当面防術庁•陸上 

自衛隊所用のヘリ=ブターの出動を紬て民問保有微の使用を併せ航空体制を跡!し同時に消火剤, 

散布嵌など空中消火用資椀材の開発を完了して夷援体制を整備して,統空微による林野火災の 

消火技術の碓立を射った。

試験経過

空中偵察•隔地連絡•災害救助などで出火事ほ就空槻を利用した事例は多く,効果も應され 

必姿性がさけばれていた。加えて咋近における航空機の発逹とともに林野火災時での積極的な活 

用が注目されていたが,ヘリコプターを使用した空中消火方法の研究が本格的に取り上げられた 

のは,昭和4 4年度からで,昭和4 4年3月岩手外!山形村の大林野火災時の小型ヘリ機による消 

火剤妝布の実纖を契期として,空中消火技術の確立と】日も早い醐化を目的に科学技術庁特別 

研究促進調整費により消防庁•林野庁・消防研究所•林業試験場が共冋し,防衛庁•陸上自衛隊 

航空隊の支拨協力により研究が開始された。

当初は,現有する大型(バートル型機)•小型(ベル型機)ヘリコブターによる山地での消火 

飛行技術の検討と,林野火災用消火剤の選定•散布機など使用緒機器の開発を目標に,室内実験
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による基礎散値の解明および野外就験による技術の確認を同様に諸灾験を行ない,当面必婆な空 

中消火の技術的な諸問題を解明し実施えの見通しを彳9た〇

引続き4 5年からは,各庁笙收による共同計画で,便用統空槻も全国的に使用密度の髙い中型 

ヘリコブター(HUi-B撥)の活用を第1に,大型機を併用する方向で研究が進められ,使用 

散布機など資機材の完成と,散布飛行技術を決定し,消火効果を確倒するための諸試展を灾掘し 

た。したがって林野火災の空中消火の研究は,当面各研究場所に於ける研究解析を基に基礎的な 

な蹈を疥決し山地敬布試殴・現地消火試験など4 8年まで十欲回にも及ぶ野外央験を行ない,成 

果を検討し研究実績を重ねて早期実用化の遞成を叶った。

4 8年以降の就空梭による林野火災の消火技術の確立の研究探超では,主題を新たに防衛庁よ 

り提示された大・中型ヘリコブターの山地消火削散布飛行の最低安全基準である,機速120 

Km/h (キ6 〇 ノット)畋布高度3 0 mの条件時に対応した,散布槻の安定安全性を確認し増速 

による散布パクーンの測定と消火効果を判定する,などの魏題を解決するため昭和4 9年1月現 

地総合^布武駿を灾蔑した。

その結果,飛行安定性を基とした大・中型機用妝布機の改修を完成し.安全も確認されリン酸 

アンモニウムを主剤とする林野火災用消火剤の丞定と,効率的な消火剤混合擬拌機を開発してへ 

リコプターによる林野火災の空中消火方法,技術を液し実施実用化の基礎を麻定した。

以後各担当省庁協力して空中消火実施体制の擊備を行ない,運用基準,支授要項など必娶条項 

の策定を進め•昭和50年よりの出動実施を遂成するため,4 9年9月空中消火集合訓練野外 

試験を実施して,航空機による林野火災の消火技術を姓し実用化を完成した〇

技験完了と共に昭和4 6年より林野庁で全国国有林内に配偷した各局管内3 4ヶ所の空中消火 

基地に対し現地検討会を行ない,卷備資機材の点検整備を行ない空中消火方法と実務を現地で 

検討し,実施体制］©徹底を叶った。

N・試嵌概要と得られた成果

航空機による林野火災の消火技術の確立の課題で昭和4 8～4 9年に央施した試験极装と成果 

を以下K記載するが,いずれの試験項目も昭和4 4年林野火災の消火K関する待別研究からの継 

統した関係繰題で极妥結果を年次別に取りまとめた報告客,「林野火災の消火K関する特別研究」 

昭和4 4年度待別研究促進洌幣費試験報飼「(昭和4 7年3月•科学技術庁研究訓整局)

「林野火災の空中消火法」特別会計技術開発試験成績報告書(昭和4 9年7月•林業試験場)〇 

の試験成果を基に問短点の解決を針ったので,本課題実施までに彳尊られた成果の找喪を述ペ参考

としょう。

(1)使用航空板

林野火災の空中消火に使用する航空機としては,基本的には林野火災の広い火災面沸に対す 

る消火資材の大证投入が必要であり,交通不便な奥地えの補給には髙速往後性が皿要な条件と 

なるので,大型固定與機(プロペラ扱)の機動特性が冇利となり,山地・森林形態•国情など 

からアメリカ・カナダなどで実際に活動使用されているふ,わが国のように,,急岐複雑な地形 

の多い山地での火災に対し航空機の性能と一番効果的な消火活動を検討すると,ヘリコプター 

の行動特性が断然有利となってくる。

表ーL 空中消火忙使用するヘリコプター
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加えてわが国の腕空機界と保冇俄の現状からこれが活用を£1•画すると,当面,消火専用機の 

保有とは別に,民間保有機に加え全国的使用ネントカ啲待出来る.自衛隊機の出動を耍請した 

突您体制を確立し,使用する資機材を開発整備する方法で研究を進めねばならない。

使用航空機の性慾,消火実務などを武験検时した結果,遭用ヘリコブターの主力を次型バー 

トル機と中型揚の宮民醐微とし,小型横による直接の消火活動には余り期待が持てないと判 

新し林野火災の空中消火使用機は大•中型俊とし実用化の研究を進めた。各種ヘリコプターの 

所有性感常元を表一1に示した。

⑵消火剤散布装置

期の各種ヘリコプターを使用し,消火剤を空中より敌布して林野火災を知圧する場合,消 

火専用機としての航空槻のイ呆有は,現在柬京消防庁など一部官署を除き不可能で,当而官民所 

有のヘリコブターに災害時の出動を求め,所要の消火剤散布装置を若装して,現地に搬送し消 

火剤を投下する方法が実用化の目標となる。したカ:って,使用ヘリコブターの機能K適合した 

散布装置の開発と散布飛行技術の完成は,空中消火を実施する％の森耍綁題で問題湫のた 

め,散布槻の型状抵抗•機材强度など基礎数値の突政南明と,成果確隠の野外試験を行ない結 

果を檢討し使用散布機の決定を計った。とくに,火災時の気象状態や山地の悪条件下での大・ 

中型ヘリコプターの飛行安全性と,重础布檢懸吊時の安定性を確保するため十数回忙及ふ改 

修を行った〇

昭和4 8〜4 9年度の研究主弱も従来林野火災の空中消火時の基準散:布飛行条件として示さ 

れていた,機速9 OKm/h (辛5 0 ノット)髙度30m(4=100フート)の敌値が,火災時 

の現地条件を再検酎し,かつ页荷重懸吊時の散布飛行の安定性を試験した結果,機遞を12 〇 

Km/h (丰6 〇 ノット)忙増速した条件で散布機性能の確認が必妥となった。このため散布機 

本体に対する対応数値の基礎実験を行なって安定板などの改修を完了し,野外跃験此より,結 

果を適gし新条件による散布.パターンを決定し,消火効果を判定して枷火災の空中消火に使 

用する大•中型ヘリコプター如散布機を完成した。図ー1・2に各稲散布機の仕梯を示した。

なお,散布機内の消火剤の放出は図ー3に示す開放装僵を使用し,ヘリ機内での遇笙操作に 

より所要地’点えの畋布を行なった。

一 4 2 一

団ー!中型股用パケット型放布儉

平面図
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図ー 2中聖械用水のう栄放布棧
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図ー 3消火剤開放装时

⑶消火剤

林野火災の空中消火に使用する消火剤の特性,効果を検討して適用萊剤を選定する研究は, 

先に地上消火技術の近代化を目的とする理題で昭和4 2年から央施した.「新消火剤の現地遮 

応武験」(昭和4 2年度国有林野事業特別会計試験成績扱吿鲁)で実用化力展みられた林野火 

災に使用する効果的な消火剤の試験灾績を基に,進められ空中消火の研究と共に大きく前進し 

た。以下項目別に結果の極安を述べよう。

|空中消火用消火剤の選定

空中消火に使用する消火剤として,水は最も多く使^され効果をあげている殴良の消火削と 

考えられ活用されているが,水の使用が極端に制限される林野火災の場合は,小量の水を最 

大限に活用する方法とか,水忙変るより大きい効果を期待する手法として,化学消火薬剤を 

利用した消火方法の研究£55発が行なわれているが,とくに林野火災の膈,規模,可燃物な



どを対象に使用可能な消火剤を週定すると,次の諸条件力”必娶となる。

性能上の特性として.故布と同時に効力を表わす旭坊性であること,可燃物えの付若・滲 

送性力啜いこと,効力が長!時間持統するなどの性能が必亥である。

使用上の条件としては,直接・間接消火と再燃を防止する残火処理にも使用出来るほか, 

処理方法が簡単で,何処でも容易に入手出来て.人畜無害で多虽に使用するので安価である 

ことの条件が耍求される。このほか貯蔵方法,輸送が簡易で長期間变質しないなどと多くの 

耍望が有るが,現在各国で研究され各種の木材火災に使用の実績をもつ消火剤も検討し,条 

件別効力の比較実験,寺外清火試験を行ない成果を検酎して空中消火用消火剤として次の奈 

種を密定した〇

リン酸第1アンモニウム=M AP ( NH4 H2 P 0<t )を主剤とする15 %渡既の水溶液 

展稲J-CMC (Sodium. Carboxyl.Mo thy 1.Cellulose)'1^加 

え,散布位置確認のため少量の赤色顔為を入れた水溶莱剤を林野火災用空中消火剤の基準液 

と規定した〇

なお,消火主剤MAPは比較的低温の16 6'Cで分解し(NH< H2 PO4 —HPOs十 

NH3 +H2 〇ー 4 6.0 7 CB1)吸熱反応による冷却作用と,熱分解による不燃性アンモ 

二アガス(H2 ONHa )の隔離作用のほか,メクリン酸の溶隴・燃焼を抑圧するなどの作 

用で大きい消火効力を現わしている。

展着剤のCMCは,繊維素ブリコール酸ナトリウムの有機JE合体で,白色微粒の合成搠料 

で草木枝萊など可燃物に消火剤の付着性を増大するほか•空中散布時の霧散を防ぎ,水分の 

蒸発を佃喲し消火効果を持続させるなどの特性を持ち,故布時の気象条件により2 %に増髭 

し使用する。

II散布バクーンと冇効散布弛

林野火災を空中より消火剤を散布して消火"組圧するには,地上可燃物の燃焼エネルギー 

に0Eる消火剤の制圧エネルギーの撤入が必要である。

消火方法も,燃焼面が大きく山地の地形•気象などの影愛で火線の移動も複雜で早い林野 

火災に対し,初期火災とか地点火災•残火処理など限られた小規模の林野火災を攻学する直 

接消火のほかは,火線の延焼前面に消火剤の散布帯を作り火災を阻止する間接消火方法力碗 

施される。

したがって,消火に右効な散布量の決定は,ホバリング(停止飛行)で一点に集中散布の 

电夹る•岑合は,投入される乘敞も多く効果も充分期待出来問題はない力、定められた散布飛 
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行条件(機速・高度)で火災の規模,現地の情況に対し,消火剤を空中散布する場合の消火 

有効fit(敌布密度•分布範囲)の決定はむづかしく,各«®の室内および野外試験により以下

の基準値を定めた。

空中より阪布された消火剤の地上分布範囲と散布密度,消火効果の判定は・使用する赦布 

機と統空機の機速,高度の飛行条件を第1に,故布時の気段の影參,操瞄術などで砥変が 

決定されるが,各種の試験結果によると次の散値が發認された。

|消火布効散布:上としては池上可燃物が比較的少ない〇•5〜2 K?/n?程度の地表火の削合.

0. 5〜1g/n?の密度で5〜1Omほどの散布幅があれば,火親は敌布带史の浸入も少な 

く阻止効果は充分であった。地上可燃物が緯木などの.混入で2〜6&n/n?と多くなると1 

〜3 8/n?と多批の畋布员が必要となり,10mほどの跡帯を税緑など地形を利用した 

散布位價を迅定すれば,火勢が相当に強くなっても充分な延焼阻止効果が期待出来た0な 

お風速が】2m/s以上の强艮時になると散布値の变動が大きく効果が削定出来ず,その 

ほか樹冠火など験戚災に対する散布効果など空中消火限界数値:の解明は,実施不可能時 

の側定とともに今後の検討瞄として朮耍である。’

ii小型ヘリコプター・ベル型機に装着されたスプレーキット方式の故布機で;機速3 〇 

Km/h •高度2 0mの飛行条件で,空中散布すると噜20m長さ150mほどの地上散布 

区ができ,一部に最大01C/m‘の當度区も有ったがパヲノキの大きい筋状の敞布では, 

一回! 0 0 -2 0 0 ^の故布量を考えると,ごく小規型の.火災以外には消火効果は期待出 

来ない。(図ー 4給照)

hi中型械•HU】ーB機で「水のう型」およぴ「パケ”卜型」の散布機を使用し,機速

12 OKm/h ・髙度3 0mの飛行条件で7 0 0 £の浴火剤を空中妝布すると,図ー5に示 

すような幅2 5〜3 0 m長さ13 〇〜15 0 mの地上i孜布区が後られた。密度分布も普通 

規模の地表火に対して消火効果が充分期待出来る〇• 5 C/m’以上の密廬区も幅8〜15 m 

長さ10 0〜12 0m内と大きく,かつ区内ー椽忙散布されており,〇•BC/n?以上の密 

度区も充分なので散布位愛の選定とあわせ中型濃Iてよる散布は充分な消火効果が求められ 

よう。なお,火災の状況により多世の散布薬您を必要とする場合の同一区域に対する「重 

複畋布」を行なうとか,長い故布帯を作る場分「枢ぎ散き散布」を行ない商い効果を求め 

る方法も検肘され,実用化が遼成された® (図ーS)

IV大型ヘリnブター・パートル】。 7型槻を使用し大型「水のう型」次布機で•機速120 

Km/h •散布高度地上3 0mの条件で2•〇 〇 〇 «と多量の消火剤を投下すると•散布区も
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の渕整補給などをぎ援する各種の作業がありこれが工程 

実務を完成することにより,初めて充分な消火活動と 

効果的な遅用が逹成される.支援作業工程および使用資機 

材の現状を述べよ5〇

!消火剤混合批拝機

空中消火に必要な消火剤を調製し,散布檢に注入し 

てヘリコブターの消火活動を支持する一連の作業を補 

給基地作業といい,支授作業の第1である。作業工糧 

の1例を図ー7に示した。

所费の薬剤を定張水と混合し消火剤を作製する作業 

に使用するのが尚火剤混合攪拌機で,粘性の髙い展滴 

剤を効率良く抵拝する条件で強力/蛍な可撤式機械の 

開発が課題となった〇現在使用している大型攪拌機は, 

可做:動力ポンプの水流圧により消火剤を吸い込み混 

合授拝する装置で,容稲2. 5 Q 0 "の大型水稻の上に 

本体を設匱して,】〇分間忙1,。 0 0での消火剤の調 

;整能力を持っている。林町庁で各空中带火果地に聲備 

した,容我5 0 0 "の布製タンクと小型エンヂン始動 

による強力混合擬拌機は,1回4 5 0 ピの消火剤を5 

分ほどの換拌で測整するので,タンクを敌個用意し連 

続作業により補給効率を礒保している。このほか混合 

タンクえの給水・放布檢丸の消火剤の注入作業には, 

夫々高能率の動力ポンブを使用して効率的な補給工程 

を組立てているが,大火災時出動腕空檢が増加し大疑 

の補給が嗷求された場合に,充分な消火剤の攪拌・補

G>i 3 〇〜4 Oin反さ2 0 〇〜18 0 mと大きく,1ど/m・以上の密度区も広いので消火沏

カも大きく,大規模林野火災の空中消火でも充分な効果が期待される。(図ー6益照)

(4)空中消火用資機材と支援作業

所整の・ヘリコプターを活用し所定の散布檢を使用して 

実徳する林野火災の空中消火方法では,散布する消火剤
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給能率を磁呆するために牡,より高性能の您機器の開発と,支援作業工程の高率化を計る 

一層の研究助或、姿である。

ii支援作業

空中消火実掐時のヘリコプターの誘導•散布機の懸吊»発進•帰着など航空機に関係する 

條は航空機関係者が実徳するが,ヘリポートの選定・補給基地の設强など消火活知て必愛 

な受け入れ体制を整え,消火削,散布橈など空中消火用資機材の柵給基地えの拾入とこれに 

必要な支援作業人貝の適切な配置などの支援体酗ま航空機の团あまでに完了しなければなら 

ない。このため関係部所では,平素から空中消防隊を縮成し,出動辟の配備・!•画を定め,所 

姿の人員がそれぞれの分担で常時訓棟を行ない,作栗に巧熟し,一旦有時の出動に対処しな 

ければならない。空中消火隊(補給基地作業隊)の编成の1例を次我に示した。

表ー 2 空中哲火消防隊

網 成 資学材
i‘備・• 考

名 称 人貝 名 称

作業指揮者 1

指揮者潴務可

B 3級以上

必吸に応じ貯水槽を設置する

3～6台(水のう型又はパケット型)

MAP 15%, CMC 1〜3 %,染料0.。 0 1

%,擬拌係兼務可

消火剤貯疎紙3〜5トン

混合機1〜2台又は鶴易攪拌扱2〜3台

2 5 0 0¢, 2 ～3台,又は5 〇 〇と型6〜
1〇台

混合核1台に付1台

無綴 係 (1>

給 水 係 2

藁剤注入係 3 可招式動力ポンプ

水そう

攸布装置

薬 剤 係 (1) 消火剤MAP 

展落剤CMC 

染 狩

攪 拌 係 6 混合装置

水そう

可孫式動カボンブ

⑸散布戒行技術

恶条件下の山地火災の双場で空中消火の大きい効果を求めるには,所定の位置に消火剤を的 

苑心次布するヘリコプターの飛行操短技術力抵妥なポイントとなる。重最散布機を吊り下げ複 

•お:な地形と山地の悪知齢を突液して限られた地点えの消火刑の散布は,高度な飛行技術の裏付

—52 —

けとパイロットの的確な判断が要求されよう。そのうえ•投下位砂.の保症,開放スイッチの操 

作など破内作案も要求されるので,火災の情況,現地强境に合せた最高の散布飛行J広大変むづ 

かしい。これらは,すべて銃空液部門担当者の平素の洲練熟度を基に,出動時の活用が計られ 

ているか.今後は実火災時の改値を加え検肘し,林軒火災時の効果的な空中散布技術を完成し 

壜大の効果を求めなければなるまい。去ー3に大・中型ヘリコプター機の基準飛行諸元と散布 

飛行要領の1例を示した,、

表ー3 大・中型粮の基準飛行話元

⑴HU-1の阳

、、、状斂 

区分、、、
散 亦 前 做 布 中 1故布後

備 考

水平

飛行
6 0 KT

速度7 〇 ノットまでは左右 
の振れもなく安定している 
が,散在前においては7 〇 
KTで操秋桿(かん)に微 
投動が出・また,散布後
70KTを超えると風圧に 
より散布器材が大きく後方 
に流れる。

厚媒,
上异 4 5 〜6 0 KT —— 4 5 〜6 0 K T

降下 6 0 KT fi 0 KT

旋回角 2 5 °以内 2 5。以内 挽回角3 〇0までは,おお 
むね安定した飛行可能

上界・降下率

/ 1 000 FT/ 
Ml N 

以下

高 度
対地
1 0 0 FT ；

仝価夜なHU-IB：?. 600LBS期 
土网なぶ HU-IH：8. 500LBS 以内

消火薬剤とう做虽 
約 7 0 0 ¢



(21 V—1 〇 7 の场&

、、、状態

公、、
敌 布 前 散布・中 散 布 後 備 考

速度

水平

飛行
8 0 KT 6 〇 KT

1. 散布前田おいては100 
KT,散布後においては 
8 〇 KTまで飛行可能で 
あるカ:,散布器材の安定 
性からそれぞれ8 0 KT, 
6 〇 KTが適当である。

2. 散布後6 3〜6 5 KT 
では,近员と抵抗のパラ 
ンスが崩れ散布器材が動 
揺するので,この速度で 
の連続飛行は避けなけれ 
ばならない。

上丹 8 〇 KT以下 6 〇 KT

降下 8 0 KT以下 6 〇 KT

旋回角 2 0。以内/ 2 0。以内

旋回角2 5 °までは,おお 

むね安定した飛行が可能で 

ある〇

上昇・降下率// 10 0 OFTZ 
M I N 

以下

福 度
対地

1 3 〇 FT

全備重疑 1 9« 〇 〇 〇 L B S 以内
消火紫剤とう載量 

約1 8 0 0 8
1

⑴散布飛行の基準諸元

ー箜ぐ匚堕触ー &慕 ________

〇 (酗下义ま水5m?j) 4 f

,/P 約1〇〇フィート
V-------- 約 5 0 0m ----------- -- M ハ"\j(V —107 は180 フィート)

 ,"夕

⑵散布飛行要領

7経路の週定

5

次の事項等を考慮して 釦を選定する。

(7)火災の状況..........火焰,煙•廷蛛方向等

H)地 形..........高圧禄等の障害物,疵,不時爐地等

(ウ)気 象...........風向,風速,乱流し:

V 本課題(4 8〜4 9年辰)で実施した試験

昭和4 4年度から弓I読き夹施してきたヘリコブターによる林野火災の空中消火方法の研究も, 

昭和4 8年2月岡山柴!?,祯商原における現地散布試験で,今までに卻られた成采の瞄を行ない, 

技術方法を砲!して実用化の解決を求めたカミ試験を終了し結果を検討し4 8年度新たに航空機 

サイト•から提示された散布基準飛行条件(機速12 OKw/h •為度3 0m)に関逹する諸問題の 

解決を計り実用化を達成するため次の実験を追加実施した。

(1)静岡柴?m士国冇林に於ける現地総合試験

機速12 0血/h (以湘ま9 OKm/h )故布高废3 0m(冋じ)の大・中型ヘリコブター 

の林野火災時の空中散布飛行条件に対応した.改良型散布機の安定性,安全性の離認と,増速 

による畋布パターンを決定し,消火効果を検討するなどを主題に,次いで新消火剤混合投拝機 

の開発テストと支援作業工程の完成などを目標に現地総合試験を実施した。•

I試験极要

試験地^静岡県君士宮市大字北山"東京営林局管内部岡営林署富士山国有林291 - 29 7 

林班で.•ヘリ基地など試験地の配置を図ー 8忙,試験日程・実施項目を表ー 3に示した。



表ー4 日程・実験内容と実廃要項

実用化試験 (宙士宮)

へ、項目 
月日、、、

9 ： 0 〇〜1 2 0 0
(成行開始1〇 : 3 0 )

1 3 : 〇 〇 ～ 1 6 ： 0 0
(浪行閱始13 ： 3 〇 )

11月/19日

(月)

実験打合 
実战犁備

© HU-1B,中型放布機による散: 
布パターン測定(第1回)

・ パケット型2回做:6 0KT
• 水のう型2回 極:10 0ft

2 〇

(火)

HU-1B,中型散布機による散布 
パターン測 定(追稲)

しHU-1B X3機による哭用化忒 
険(第1回)

• 連続放布•••バケット,水のう交互 
に便用 
連続延6回散布

•散布総長さ…3 0 0 ～ 4 0 0 m
•镣速:6 〇 KT•高度:1 0 0 f t

2 1

(水)

(見学日)

U HU-1BX3機による実用化 
•試験(追補)

〇 V-1〇 ?r大型枚布破による敬 
布パターン阳定
散布試験2回,极速:6 0 KT, 
高度:1〇 〇 f t

(J V -1〇 7による中型散布機吊上 
試験

2 2

(木)

〇 V-10 7による実用化遇
• 連続故布…3回
• 妝布総長さ…3 〇 〇〜4 0 0 m
•機速:6 OKT,商度:I 00f t

予備0
撤 収

■

2I日以後は実用化試験(富士宮)にて実施

大型隸布機飛行安定性試駿(木更津)

ヽ・^項目 

月日 午 前 午 後

11月/19日

(月)

実験打合

〃 準偷
⑴安定性試験(第】回)

I) 懸吊散布槻条件| a =空袋(消火薬剤なし)

lb "・消火英剤として
茨水2〇〇〇9

li)飛行条件［高度:】〇〇 ft 
VO : 4 〇 KT — 5 0 — 6 0 …f 

⑵機豚験(第1萄)

| )ヘリコブターへの舟脱動作試駿

II) 投射ロパルプ等の作動試験

2 〇

(火)
(1)安定性試験

(追補)
2)機能演駿

(迫補)

—5 6 —

項 目 内 容

ヘリコブ 
ター・

中型機HU-1B (塔賊量約】ton) - 3槻(【殴上自術隊東部方面ヘリコプター 

隊所楓)

大型機バートル1 〇 7 (塔載说約2. 5 ton)- 2機(盗上自衛誅第1ヘリコプタ 

一団所属)

妝布機

中型機用改度パケソト型散布機(容此1.〇 〇 〇 (自亜:約!4 0K?) 
林野庁所有

中型锻用改良水のう型畋布機(容量7 0 0 g自垂約14 0陶) 

消防庁所布

大型機用改女水のう型散布樓(容毋2. 0 0 0ぞ自匝約】6 0附)

消防庁所有

散布飛行 

条件

中型根,とも高度100ft (=3 0m),機速60 ノワト( = 12 OKm/h ) 
大型锻’を基準飛行条件とする。

做:布M 中型機は1回7 0 0 £ 大型機は1回2, 0 0 0 £

消火剤
消火用第1リン酸アンモニウム(MAP )】5%を基傘淺度水容薬剤とし顔料

林野火災用展枷 (CMC)1%で赤に着色

攪拌・

補 給

消火剤の覆拝・調整は消研式攪拌機と大型水槽を使用し,散布機への補給,注水 

作業｛ま可接式消防ポンフ・を种nする。

敞布測定
飛行条件每の散布依度•分布範囲の測定を行なう試験区で巾5 〇m長さ】5 0 m 
の区間の測点上の收布薬量を祥最しパターンを決定する。

妝布実験 巾3 0 m,長さ5 〇 Omの実験区を決め連続散布試巍毎のパターンを観測する。

散布条件 散布実施時毎の風向,風速,気£3,湿度などを観測し条件とする。

1

、•5 7 a-



図一 8 現地将合試験配置図

なお,本試験に使用したバケット型散布機の改修の耍点を述べると,①本体上部の開放口 

Kフクを付け飛行時の浮き上がりを止めた。②本体中央部に方向安定板を取り付け飛行中の 

安定性を確保した。物り索(ワイヤー)を2 〇 ocmと長くし,吊り環(シャックル)を長 

円形にして吊り下げ作業を容易にした〇包澈布後の関放を水のう型と同T!格の通也:方式と 

し操作は塔乗員のスイッチ操作で行ない手動直接方式は止めた。⑤本体の容積を満量8 〇 〇 

C (従来1,。 〇 〇 ど )と小型にし,タンクを上部で支持し底談の開閉操作を容易にした。 

などが主な改修点で本哭験での使用テストにより性旋を磁烈し完成を求めた。

試験結果

散布校の安定,安全性については中型機用の「バケノト型」散布機および「水のう型」散 

布機とも,新条件敬値に対する各徊の基礎実験データをんととした所婆個所の改修を行ない, 

木更津基地における飛行テストにより一応満足すペき結果を術ていたが,今回の散布!汶験に

—5 8 — 

より実用散布檢としての用度と飛行時の安定性と取り扱いの安全性の母終砲隠を得たので当 

面使用する敌布機に対する改艇課憑を完成した。大型樓用「水のう」放布機に付いても,今 

回実施した平地基礎実験と现地経號の結果から当面央用畋布機としての昭定も得たので実施 

時の使用裸題も解決された。

散布パターンの決定と消火効果の藏は,饵5 Om長さ15 Omの測定认験区涙内に, 

1〇 m間隔に配战した測点上の薬Hを舒！itして散布密匿・分布而囲を算定した。留5 〇 m長 

さ5 〇 Omの散布哭験区では大"中型機による連続散布(魅き散き>故験を行ない実火災時 

での散布方法の確潞fc行なった。

中型機による機速】2 ORm/h.离度3 Omの飛行条件による散布は,バケブト更,水の 

う型とも大体幅2 5～3 Om長さ】3 0-15 Omの区内に,平均0.2 の苗度で〇• 5

e/m’以上の消火冇効敌布区も鞭8〜15m長さ10 〇～】3 Omとなった(図ー 5蓉魚)。 

大型ヘリコプター・バートル1〇 7型機の散布では,散布が幅3 0-4 Omで散布長!8 〇 

〜2 0 Omの区内に平均0- 5^/maの密度の分布区も福15〜20,長さ150mと大きく 

なった。(図ー6参照)

散布実験区での大・中型ヘリ故機による総き收き述続散布試験も,2 〇〜3 Omの:®祓区 

を作り散布椒を延し予期以上の結果を得たが,火災時求められた目標に対し適砲な投射を行 

ない完全な消火带を作るには,風の聞と地形を判断した散布飛行技術の沔熟が効果良否の 

ポイントとなろう。

これら散布パターンの数値をもとに各粒の消火試験を行ない結果を検討すると新しい条件 

での空中故布での消火効果は,従来の数債と冋樣充分に期待出来るものと判定し,現地の火 

災状況,規模に応じて7 0 0 £または2, 0 〇 0 g一回の散布楽战で不充分の埸合は,禾複ま 

たは連統敝布を実徳することにより充分な効來が求められよう。

補給基地作業,所妥の消火剤を踮整して散布槻に注入しヘリコブターの消火活動を支接す 

る補給基地の作業多数の人力と機械力を必要とする連続した作業エ看で,なかでも高能 

率で消火剤を混合报拌する装健の開発は,空中消火活褊のキーポイントでもあり研究が進め 

られていたが,今回試作使用した大型混合機は中型動力ボンプの注水圧を利用した簡単な擬 

拌機構で,粘性のある蜘剤C MCの混合も容朝に出来たので今後灾用上大きい活用が期待 

された。必婆水信の搦水•消火剤の散布機注入などの作業には可搬式!の消防ポンプ数台を使 

用し作栗工程を効率化したが,作業指揮,人員,機縁の配定を整理して作業の靜熟キ济れば 

補給基地作業は十分な任務をはたすものと自償を持った。



以上が木跋験での結果の大要であるが,これにより大•中型ヘリコプターを使用した林野 

火災の空中消火に必要な技密的魏題は一応解決されたものと判断し,これが完全な灾•慮 実 

用化を迷成するため行政,技術担当部門,関係瀟機関が協力して,一日も早い林野火災の空 

中消火方法を碰立する目的で爆終段階の研究え進んだ。

⑵空中消火の実用化凱練試験

前記富士国有林に於ける現地試験で確立した空中消火技術,方法の研究成果を慕に,昭和

5 0年よりの笑あを目的として防術庁主催.消防庁,林野庁支扱により空中消火剖練野外找駿 

が昭和4 9年9月千葉衆木更津基地で史鶏された〇とくに,今回の試験は災害派週による自衛 

隊機の出動を基堂に派遍体制の整備,関係実務の削綵を主としたもので,参加者も各都道府柴 

及び国有林皆林局彩の央案担当成員で,空中消火資檢材の取り扱い,妝布,消火技術の碰認を 

行ない,運用要項,支援実務を実習検討しヘリコプター忆よる林野火災の空中消火体制を整価 

し,実務を計画するための資とした。

I灾偽妥領

試駿は次の表ー 5・6に示す日程と実施要項で千養衆木更津市陸上自衛隊第一ヘリコプタ 

一団基地内で行なわれた。

表ー 5 側練日程

月 日 貫 5)11 練 目 拒 当

9 / 9
(月)

午前 那練妾旨視明 
空中消火の授要

嵌
消 研

午後 空中泊火用器材の取扱法 〃

9/10 
(火)

午前
林野火災の実施 

空中消火操縦法
林 試

隊
午後 〃 〃

9/11

(氷)

•午!：)
空中&火に対する準備態勢 

空中消火操横法
消防•林野 

.隊
空中故而’飛行(直接消火演园) 〃

9.3 0 现如集合(体育館)

9.4 〇〜10. 〇〇日程等説明(〃)

10.】〇〜1L 5 0空中消火操縦法現地見学(飛行場)
12. 0 〇〜13.00 休 慙

13.10 ～15. 0 〇空中敌布飛行(直接消火演習)見学 
15.10-17. 3 〇研究肘議(体育国) 

jfe 早学者の行動は現地で各担当者が捐示する「

消防・林野

//

消防・梱?
防衛

9/12 
(木)

午前 空中镭火演泪
千乘県»隊

?F^~ 空中消火操幾法 隊________
史3 0 現砌S・合(君祥撮ダム)

11.3 0 解散
脚・林野

9/13 
(伞)

ー午前 空中消火災害眠遗 曝________
牛後 研究时拝 ・ 〃

9/1 4
(土)

午前
研究懇談会

解_散___________________________________________
〃

表一 6 実施要項

項 目 内 容

ヘリコブ
中型機HU-IB (搭載量約! ten) - 2槻(陸上自衛隊東部方面ヘリコブタ 

一隊所属)
大型機バートル10 7 (搭載制約2. 5 ton)-1機(险上自衛隊第】ヘリコプタ 

一団所属)

故布機
中型槻用改良バケット瑕故布檢(容置!7 〇 〇 £自正約14 0网) 林野庁所有 
中斑檢用改良水のう型散布機(容说7 0 0 £自:!g約14 0明) 消防庁所有
大型機用改良水のう收布機(容:S 2. 0 〇 〇 0自页媛J16 0的) 消防庁所宙

散布赫

条 件

故布飛

中型機、とも高度1〇 Of 1( =3 〇 m ),機速6 〇 ノワト(=12 OKn/h )を 
大型機’若準飛行条件とする。

中型機は1回7 0 0 « 大型機は1回2. 0 0 0 £

済火剤
消火用第E赤Tンモニウム(MAP) 15^.を基準・度水容菜剤とし顔料で 

(CMC)1%’赤に瞼

林野火災用展精剤

灘拌・

稲 給

消火剤の拒丼»關也よ:^攪抖矇2,。 〇 〇 gの大型水槽と5 0 0 C水糟5個と小 
型投:拌浚を使用し,妝布機への補給,注水作急ま可気式消防ボンプおよぴ自吸式 
エンジンボンブを利用

消火試験
間接消火実験区!•直接消火実燄区1をとり,灾•験区(5 0 X 5 0 m )内に乾保 
したスギの枝葉を多帰:(脂さ約5 0顷!)象秋し,若火紙蟻後空中消火し効果を判 

定する。

II試験の成果

試験はまず,ヘリコブターによる林野火災の空中消火に使用する景機材の機能•取り扱い 

のゆを行ない,次いで同方法の円滑なる実施を計るための:用方法,區力体制,受入休削 

の整備地上支援作莱の充臾などー漣の空中消火活動の貝体的指針の換时を行なった。

とくに今回は自衛隊所履抗空械の出動を求めて空中消火を実挖する場合の溯条項を基本 

に(民間機の璃もこれに準ずる)試験が実施され,関係諸問題が訓練された。試験に提示 

された巡用越準(案)の歯要を述べると,図ー!)に自衛隊ヘリコプターの源赴を求めた埸合 

の系統図に示すごとく,照谗請壮通常現地市町村長が火災の状況を験して,現有の消防 

隊による消火が困磯となり次の状況を咒断して都道府求知事に要請するものである。

① 立地条件とくに急斜地•道路•水利などの不使等,火災現場周辺の状況により地上から 

の消火が困難であるとき。②火災規模に対して地上からの消火能力が不足する場舍。

(3)人家への延焼その他亚大な結果が予想される場合等で,空中消火によらなければ消火が
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図ー9 林野火災における自術昧のへりコブク一双適系統図

営林署・ 営林局

興技請
僕見者J

(翊)

補給范

部隊の指珈命令の調整 

部隊の実施する作業等 
連絡及び活很交換 
へり隊と地上部隊との 
建けい等 ヽ、、

’列< 災の日皈
。ヘリボートの位脸

｝〇直機材の調連と输送方法 
ん自衛隊の受入体制等

。火災の状況及び派
遣要請の事由 

〇派渔要請の時期 
。尿逝希望区域,活
動内容

。ヘリボートのめ所 

〇その他参考す項等

自術隊の出動I

困難であるとき。の条件が示されているが空中消火を最大限に活用するため•これら条項の 

現場担当者の十分な活用と耍請時期のタイミングが空中涌火遅用のポイントとなろう。

要請側の受:入体制としては宏令まで忙次の啲0カめ耍である。①现地災罟対策本部の 

•設餓②铺給,2£地の選定③ヘリポートの設定④必婀被材の輸送•配備⑤支 

援作樂消防隊の用成・配協 のほか空中消火活動を安全かつよく実施するため安全基準を定 

める必要がある。

林野火災のヘリコプターによる窪中消火に関係する現行の担当組城を図ー1〇に示した。
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空中消火組織図図ー1〇

一朋術本庁連用繰］I防衛本庁陸砌:空繰上
第一りコプター団

<担当 V実施檢 39>機 関>

そ の 他I

市 町村I-［自治省消防庁防災理|----- ［都道府県沼防防災採I-

ド北部方面囹ーー「北部方而ヘリコフ•ター威］ 

束北部方面故!・国北部方面ヘリコブタ_臨!

H東部方面画一 •［来部方画ヘリコプター方 

T中部方面嵌［-|中部方面ヘリコブター隊I 

リ通離方面隊|-|西部方面ヘリコプター隊〕

」消 防 団

ー應林右林荷編頑藏ト「砌府県林務主啓繭一帝一育～宿!

Tー農林告阀庁演務睬～1--------- 「皆 林 同’］-偕 林一¥!

----------------------------- •［象烤察本部」——脣 察 署|

以上で今回の実用化目礙試我を終了し林野火災の空中消火方法と実施に必要な条須の確認 

を為 当面災窖措置によるヘリコプターの活用体制も達成されたので,玳空機による林野火 

災の消火技術の確立を標題とした研究は一応実用化の成果を完成して終了する事とするが. 

これが完全な実施•実用化のためkは今後の検时課題も多く当而下紀那項の早期解決を必耍 

としている。

|空中消火休制の早期獄立,(中央・地方を通じた関係後関忙よる空中消火体制の鄭3と 

責務の分扣を明確にし運営方法を決定する)

II空中消火用我機材の整倫拡充。(国•自治体を問わず全国的な放布機•消火剤などを保 

冇する空中布火港地の配倘とヘリポート•補給基地等の選定配置をする)

ii！空中消火方法•地上支援作業の完成〇 (空中消火作業の実務•支援作業鎏領などを決定 

Z常時訓隸を行ない方法»作業の园熟を計る)
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⑶空中消火基地の整備

ヘリコブターによる林野火災の消火技術を典し昭和5 0年よりの実施に対応する為,昭和 

4 6年度林野庁で所管国冇林内の各営林局管内に垂点配備した空中消火基地に対し,新しい体 

制下の空中消火方法の烈讖と.改良散布機を初め使用資槻材の取り扱い方法,実用化の内容, 

支援作業の曾熟を計って本年度は,大阪・高知•熊本・長秀・秋田•報森局内の空中消火基地 

で現地検討会を行なった〇

各基地とも担当者の那心な研究心Iて敬服すると同時に,前項で求ぺた問題点のほか放々の改 

碧点の指摘も多く,一日も早い問担の解決を計って,関係监が一体となって林野火災に活紹出 

来る空中消火基地の整備に萬全を期さねばなるまい。

表一 7に国有林関係の現冇消火基地と表ー 8に都道府県関係の整例状況を示した。

おありに

林野火災の空中消火の研究は,昭和4 9年航:空機田よる林野火災の消火技術の疏立のな題で試 

験を終了し,用火方法,技術を完成するととも忙昭和5 0年からの出動,実施を遂成し実用化の 

研究も終了したが,より大きい効果を期待し,より高い成果を求めて今後一屈の研究も必要であ 

る。当面,遅用基準,支拨要項など関係条項の決定と,担当業務分担など協力体制の確立を叶る 

ほか,消火用資機材の配備拡充に努め常備ヘリポート,作業基地を選定して地域別の空中消火作 

戦に備えねばなるまい。

硏究部門に於ても林野火災の燃焼特性,環境因子との関係など基礎的数値の解明と,地上およ 

び空中を一体とした総合消火技術の磁立を図らねばならない。とくに複雑な立地条件に対応した 

合理的な消火方法として消火剤の最大の効果を求めるため散布位置の判定技術などの基準を策定 

する研究を開始した。一方使用資機材の新らしい聞発をもととした林野火災の近代消火技術の完 

成を目標とした研讃も進めねばならない。

最後に本研究に参画し今日の成果を支えて下さった諸賢に心から御礼申し上げる。

注:基地4C配備している(標準的な基地で示す。)

表ー 7 林野庁の空中消火器材•保有状況

営林局 基地 基地所在地住所 摘______

旭川
名寄
羽帽
旭川

北海道名寄市西二条一丁目
〃苫前郡羽幌可南三条三丁目
〃旭川市神楽三条四の419

既 股
〃
//

北見 留辺薬 "常呂郡岡辺淚町栄宵二区 〃

帝広
帯広 
標茶

〃中川郡蘇初阿字千住札内苗畑事業所 
".摩拌郡J9岸町字太田太田造林爭業所 4 9年度中に設置

札幌 苫小牧 〃苫小牧市字丸山 既 没

函飼 八雲 〃山越郡長万啊・字富野長万部苗畑歩菜所

宵森
皆森 
盛岡 
仙台

修森県鬱森市大字大矢沢字里見24 2八甲田苗畑事業所 
岩手衆紫波郡矢巾町大字煙山煙山苗畑事業所 
宮城聚宫城町上愛子字遠野原原山苗畑事業所 4 9年度中に設置

秋田
大衝 
大曲 
村山

秋田県大即市上イ囲大的苗畑事業所
〃仙:!囑區和町境製品事業所

山形収束根市大字若木番地外 若木通子貯嵐庫

既 股

前携
草津
な岡

群馬限目妻郡要恋村大字田代字喪恋山国冇林4 2林班内 
福島柴双菜郡広野B]•大字下北迫字西平山3

tf

4 9年度中に股置

束京
佛岡 
水戸 
束京

伸岡県富士宮市迭町19 - 2 7 
茨城柴常飽太田市山下町1 2 3 7 -1 
束京都八王子市長房町19 9 6

晩 設
4 9年度中に設履 

〃

長野
上H3
上松

長野県上田市下紺ぢ.町3 4 〇 0の1
〃木W郡上松可大字上松字沖田

既 設
4 9年度中に設置

名古屋
下呂
岡崎

肢舉県芥田郡下呂町小ケ野 
愛知県岡崎市明大寺奸向山2- 4

既 設

大阪

氏庫蘇三木市別所町三木山国有林3 4楸7小妲木苗蜩癒 
広島県広島市己斐町 ハタ山国有林6 8班 ち小雖 
和歌山余新宮市新宮大浜宮冇地大浜貯木埸
岡山県御洲郡御初町伊印2 7 5 1 - 1 五城苗畑事業所

4 9年度中に蹄

高知

綱

松山
&川

徳島熟三好郡池田町元池田貯木場 
高知県安芸郡奈半衲
愛嬢柴上浮穴郡久万可久万貯木場 
高知県高岡那浅川町您川貯木埸

4 9年度中に設置
既 設
4 9年度中に設置

旅本
直方 
源本 
宮崎

福岡県直方市永満町ユリハラ 
阳本県飽託郡北部村安オハギ 
宮崎県宮崎市鏡州力河・丸野駐車場内

既 設

〃

一 65 一

1. 空中妝布装"ケット(7 〇〇£) 3台
2. 簡易攪拌(かくはん)機 2 "
3. 水 槽 8 〃

4. 動力ボンブ 2 〃
5. 消火剤(MAP) 3卜



表ー 8 地方自治体の空中消火器材保有状況

都道府県 管曜絡先

_____________ 有_____器_______«______

散布器材 混合機 貯水椚 沼火墜剤

秋田県 秋田柴林玫課
2

(パケノト)

2 6
(5 0 0 の 5トン

岩手県 岩手県消防防災深 1 7
(水のう700の

4 4 
(2.5 0 0 の

5.1トン

栃木県 栃木県造林課
7

(パケット)

2 
(スムーザー) (2. 5 0 0 の 5. 4トン

群馬県 群馬泉治山造林誤
3 ,

(水のう7 0 〇^.)
1 1

(2,5 〇 〇の
2. 5トン

千葉県 千葉県消防防災疎 8 •：
(7140 5 2.0 0 〇 £.)

8 8
(2.5 0 0 の 6トン

埼玉県 埼玉県消防防災踝
4

(水のう700の
1 1 

(2.5 0 0 の 4.2トン

山梨県 山梨県消防防災疎 4
(水のう7 0 0の

1 1 
(2, 5 0 0 の ! 〇 bン

3
(水のう7 0 0の

1 
(スムーザー)

3トン

静岡県 靜罔県消防防災線
3

(刼う7 0 0の
1

(スムーサJ)
3トン

広島県 広島柴消防防災課 1 2
(水のう7〇〇の

4 5
(2.5 〇 〇 の

3トン

愛知県 未
1

定

注:1.スムーザー:混合機と貯水槽が一体となったもの。

2•保有状況は,昭和4 9年度末であり,昭和5 0年度以降更に各弘等作配 

備される予定。

林道法面緑化施工跡地の 

追跡調査


